
Ⅱ　事業評価個表（令和４年度） 　　　　　　
（単位：円）

無

交 付 金 事 業 の 評 価 課 室 企画部政策企画課政策係

834,000 834,000
交 付 金 事 業 の 契 約 の 概 要

1,382,405
計 1,382,405

交 付 金 事 業 の 担 当 課 室 企画部政策企画課政策係

交 付 金 事 業 の 総 事 業 費 等 備考（R2～R4合計）
834,000

交 付 金 充 当 額 834,000

交付金事業の活動指標及び活動実績

活動指標

保育所3箇所の電気料5ヶ月分
％ 100

令和４年度 事業終了（予定）年度 令和４年度

単位 令和4年度 年度 年度

事 業 期 間 の 設 定 理 由 -

交付金事業の成果目標及び成果実績

成果目標 成果指標

待機児童数：12人

待機児童の数
（R3.4.1時点：待機児童数24名）
本事業の実施により、保育所の適正
な管理運営を行い、安心して子育て
できる環境整備を行うことで、待機
児童の数を12名まで減少を図る。

目標値 人 12

交 付 金 事 業 実 施 場 所 名取市増田　他2箇所

交 付 金 事 業 の 概 要

○市内公立保育所3箇所（増田保育所・名取が丘保育所・ゆりが丘保育所）の管理運営費のうち、保育所の電気料（5ヶ月分）に充当します。
○名取市では核家族世帯の増加や共働き世帯の増加、高齢化社会における介護負担の増大などを背景とした社会状況の変化や、保護者等の就労状
況、価値観の多様化等により、子育て家庭における保育ニーズの複雑化、多様化が進行しており、子育てしながら働きやすい環境や、安心して子
どもを産み育てられ、全ての子どもが健やかに成長できる環境の整備が重要となっています。以上のことから、仕事と子育ての両立を支援するた
め、保育ニーズの多様化・拡大に対応する提供体制の確保に努めるとともに、質の高い多様な保育サービスの充実が求められており、保育所の適
正な管理運営を通し、安心して子どもを産み育てられる環境整備を行う必要があります。
○本事業の実施により保育所の適正な管理運営を行うことで、地域社会全体で子どもと子育て家庭を支えることにつながり、全ての子どもが健や
かに成長できる環境整備が図られます。その結果、名取市に愛着を持ち今後もこの地域に住み続けたいという気持ちが醸成され、持続可能な暮ら
しやすいまちづくりを推進する効果が期待されます。

交付金事業に関係する市町村の主要
政 策 ・ 施 策 と そ の 目 標

【交付金事業に関係する主要政策・施策】
　名取市第六次長期総合計画（令和2年度～令和12年度）
　　分野目標2　保健・福祉・医療分野
　　（2－4）　子育て支援の充実
　 ○仕事と子育ての両立を支援するため、保育ニーズの拡大に対応する提供体制の確保に努めるとともに、質の高い多様な
　　 保育サービスの充実に努めます。
　目標：待機児童数0人（令和6年度）

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契　　約　　の　　相　　手　　方 契 約 金 額

うち文部科学省分 0 0 0 0
うち経済産業省分 0 0

総 事 業 費 0 0 834,000
0 0 834,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度

活動見込 箇所・月 3・5
達成度

　評価年度　令和４年度

成果実績 人

活動実績 箇所・月 3・5

交付金事業の定性的な成果及び評価等

○本交付金を公立保育所の光熱費に活用することで保育所の適正な管理運営につながり、目標達成に寄与するものとなったとともに、安心して子
どもを産み育てられる環境を整備することができました。次年度以降も、名取市第六次長期総合計画で掲げている令和6年度までに待機児童数0人
の目標を達成できるよう、子どもと子育て家庭の支援として多様なニーズに応じた保育サービスの提供に努めます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

地域活性化措置
交 付 金 事 業 者 名 又 は 間 接 交 付 金 事 業 者 名 名取市

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業終了年度早期に評価を実施。

達成度 ％ 125%

単位

光熱費（電気料） 随意契約 東北電力株式会社

番号 措　　　置　　　名 交　　　付　　　金　　　事　　　業　　　の　　　名　　　称

9

事 業 開 始 年 度

宮城県電源立地地域対策交付金（名取市公立保育所運営事業）1


